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第 11 回アジア中古車流通研究会のお知らせ 
第 11回 アジア中古車流通研究会 
主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター支援会 
 
2014年 11月 22日(土) 13時 
 
於 京都大学東京オフィス  





１．自己紹介         13:00-13:20 
 
２．報告          13:20-17:00 




□野村俊郎 (鹿児島県立短期大学 教授) 
   トヨタの新興国車 IMVのイノベーション 
－CE-Zが創造性と効率性を引き出す仕組み－ 
 
□塩地洋 (京都大学 教授) 

























                                                             小島正憲 
 
会場 ： 東京 お茶の水ソラシティカンファレンスセンター 10：00～17：00 
 






① 「生産・消費の両面で見るタイプラスワン 南部経済回廊の魅力とは」 
日本総合研究所 大泉啓一郎 
② 「電気インフラからエネルギーマネジメントまで、アジア断トツNo.1へ 配線器具事業のグローバル戦略 
―地産地消と全体最適」 
パナソニック エコソリューションズ 岡山秀次 
③ 「10 年にわたるタイ、ミャンマー、カンボジアでの滞在経験から事例で解説 ―メコン経済圏におけるリ
スクマネジメント」 
東京海上日動火災保険  塩田徹也 
















































































・地域へのコミットメント 累積 FDI の大きさにも見られるように、G メコ
ン地域の先進国として周辺国への投資にコミット。 


































































復旦大学日本研究中心第 24 回国際シンポジウムに参加して 
去る 11 月 1 日～2 日に、復旦大学日本研究中心第 24 回国際シンポジウムに
招聘され、研究報告を行って参りました。統一テーマは、「冷戦後の日本政治・
経済・社会体系の変化及び中日関係への影響－経済を中心に」というもので、















2007 年では、欧州から米国へ 9600 億㌦もの資本流入があり、米国から欧州へ













ところで、11 月 2 日には、復旦大学日本研究中心の創設者でもある鄭励志






































































他方、占拠に反対する署名が急速に拡がっている(10 月 30 日時点では 120 万
人、11 月 4 日現在では 180 万人)ということだから、学生運動は今、苦境に立
たされているとしか言いようがない。 
 
表 1  中国政府提案の普通選挙制度は改正が必要か 
 必要 不要 分からない 総計 
一般 25 6 2 33 
学生 41 0 0 41 
総計 66 6 2 74 





表 2  「セントラル占拠」は合法か違法か 
 合法 違法 違法だが理解できる 総計 
一般 1 10 22 33 
学生 3 1 37 41 
総計 4 11 59 74 
注)χ2 検定 P 値は 0.00327 
 




あと一週間 あと 1月 いつまでも 分からない 総計 
一般 7 5 6 13 2 33 
学生 0 0 2 38 1 41 
総計 7 5 8 51 3 74 

































果では、一般人との差は統計的に有意ではなかった(P 値は 0.173047)。 
 
表 4  あなたは香港人か中国人か 
 香港人 中国人 両方 他 総計 
一般 11 10 10 2 33 
学生 28 2 11  41 
総計 39 12 21 2 74 
注)χ2 検定 P 値は 0.002784 
 
表 5  英国統治期と今とどちらがよいか 
 英国統治期 現在 共にダメ 分からない 総計 
一般 14 12 5 2 33 
学生 31 1 7 2 41 
総計 45 13 12 4 74 
注)χ2 検定 P 値は 0.00152 
 
表 6  日本には「民主主義」があるか 
 有る 無い 有るが問題あり 分からない 総計 
一般 18 2 9 4 33 
学生 12 3 19 7 41 
総計 30 5 28 11 74 











問項目とのクロス集計を行ない、ここでも表 1-6 と同様、カイ 2 乗検定のため
の p 値を計算した。そして、その p 値を各質問項目ごとに整理すると最後の表
12 となる。 
 
表 7  中国政府提案の普通選挙制度は改正が必要か 
 必要 不要 分からない 総計 
香港人 37 1 1 39 
中国人 9 3 0 12 
両方 19 1 1 21 
他 1 1 0 2 
総計 66 6 2 74 
注)χ2 検定 P 値は 0.066792094 
 
表 8  「セントラル占拠」は合法か違法か 
 合法 違法 違法だが理解できる 総計 
香港人 4 2 33 39 
中国人 0 7 5 12 
両方 0 2 19 21 
他 0 0 2 2 
総計 4 11 59 74 
注)χ2 検定 P 値は 0.000171422 
 
表 9  中国政府が選挙法改正に同意しない場合、この占拠はいつまで続けるべきか 
 直ちに停止 あと 1週間 あと 1月 永遠 分からない 総計 
香港人 1 0 5 32 1 39 
中国人 5 3 1 3 0 12 
両方 1 1 2 16 1 21 
他 0 1 0 0 1 2 
総計 7 5 8 51 3 74 
注)χ2 検定 P 値は 3.8494E-06 
 
表 10  英国統治期と今とどちらがよいか 
 英国統治下 現在 共にダメ 分からない 総計 
香港人 28 2 8 1 39 
中国人 3 8 1 0 12 
両方 13 2 3 3 21 
他 1 1 0 0 2 




注)χ2 検定 P 値は 0.000308014 
 
表 11  日本には「民主主義」があるか 
 有る 無い 有るが問題あり 分からない 総計 
香港人 16 2 17 4 39 
中国人 6 1 3 2 12 
両方 7 2 7 5 21 
他 1 0 1 0 2 
総計 30 5 28 11 74 
注)χ2 検定 P 値は 0.89661879 
 











表 12 運動への参加/不参加とアイデンティティーのどちらが政治意識に影響しているか 
(表中の数字は各質問項目への回答分布のχ 2 乗検定の p 値) 








「英国統治期と今とどちらがよいか」への回答 0.00152 0.00031 









































































































人民網（9 月 8 日付）によれば、2013 年の中国人海外旅行者数は前年比 18％
増の 9819 万人、中国人海外旅行客の中心は 1980 年代生まれで、全体の半数
を超える。しかし、海外旅行はやはり高くつく。海外旅行客の一人当たり平均
月収は 1 万 1512 元で、昨年の主要大・中都市の平均月収 3793 元の約 3 倍だ。
世帯当たり平均月収は約 2 万 767 元。旅行目的は観光、レジャー・リゾート、







さて、今年の国慶節休暇（10 月 1～7 日）、9 月 30 日から 10 月 6 日までの
















































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9 月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10 月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11 月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12 月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6        14.1 
1 月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2 月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3 月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4 月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5 月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6 月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8 月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9 月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10 月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11 月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12 月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014 年             
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月    1.6  309 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
